
☐

☐

☑

☑

☑

☑

☑

☐

☐

☐

☐

☑

☑

☑

☑

☑

☐

☐

実績なし

未開始 取引開始

項目
取引先の理解のための当社商品の
プレゼン割合

４人

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 採用の人数

現状（2025年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

2021年100％
202４年80％

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

未達成。

中途採用の人材不足により、目標は未達成だった。

項目 海外の取引開始

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

弊社の取引のある農家様の肥料や農薬等の使用
量削減（コスト削減に繋がる） 現状（2025年） 更新時（3年後）

2021年未実施
2025年までに4人採用

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

５０％

前期の指標に対する実績

８０％

・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の
分野に該当する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数
値および更新時（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確
認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

2021年海外と取引なし
202５年までにベトナムと取引
開始

前期の指標に対する実績

JICAの中小企業・SDGｓビジネス支援事業に選定されて
おり、途上国の安心安全は食作りのニーズに応える。

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

未開始であるが、現在進行中

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a 取引先にプレゼンし、弊社の商品並びに取組を理解して
貰うようにしたが、目標は未達成だった。

５０％

a

社会

経済

環境

社会

経済

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的
な取組み」と「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

食の安心安全のための資材を製造する自社と、食の生産者達と安全安心な食作りの意識を共通させる
ことが大切である。また、海外でも注目してもらっているため使用していただけるようになれば環境対策
としての貢献を世界でしていきたい。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

年齢を問わない中途採用の実施 ４人

弊社の取引のある農家様の肥料や農薬等の使用量削減
（コスト削減に繋がる）

経済

環境

事業者名 株式会社安藤微生物研究所

生菌の乳酸菌資材を使用していただき、農業の方では無農薬で安全安心の農業作りと増収のお手伝い。
畜産でも牛の健康を守り、またし尿の匂いの削減のお手伝いを行い地域に貢献。
水産の方でも餌などの食べ残しによる水質環境への悪影響の予防に貢献していきたい。地球のための
環境問題に多く貢献できる。
生産者は弊社の資材を使用していただくことで安心安全なものを作ることができ、薬品などの削減に加
え収量UPにより利益につながる。また、消費者は安心安全な食べ物を買うことができる。熊本の地域未
来牽引企業にも選出され、人用などの商品も開発中なので機能性表示食品として【健康】に貢献してい
ける企業を目指している。今後弊社の生菌乳酸菌資材を今迄以上により多くの方に使用して頂きたい。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

年齢を問わない中途採用の実施

JICAの中小企業・SDGｓビジネス支援事業に選
定されており、途上国の安心安全は食作りのニー
ズに応える。


